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ター・市立病院・市営住宅・荻島地区産業団
地・道の駅等、それぞれ今後の在り方と財政
負担の考えは。
市長　本市の人口が減少の局面に入る中で、
大規模な公共事業に取り組むためには、各事
業の緊急性や必要性、費用対効果等を勘案し
財政負担の軽減や平準化などを図りながら進
めていく必要があると考えている。また、公
共施設等総合管理計画のもと、コストや建物
総量の抑制、長寿命化などを図りつつ、適切
な施設の維持に取り組む。
問　小中学校・公立保育所・給食センター・
市立病院・市営住宅・荻島地区産業団地・道
の駅等の大規模公共工事の優先順位の考え
は。
市長　優先順位をつけるのであれば、市民の
命と暮らしを守る施設や、人を育む施設等の
整備の優先順位は高いと考える。しかし大規
模公共事業の実施にあたっては、施設の老朽
化や財政負担および見通し、さらに財政の平
準化など総合的に判断していく。
保育行政について
問　さいたま市・川口市・草加市・三郷市・
八潮市・春日部市では保育士向けの就労サポ
ート事業の家賃補助を行っているが、越谷市
において家賃補助制度を創設する考えは。
市長　家賃補助については、今後予定されて
いる保育士の配置基準の改善や、こども誰で
も通園制度の実施を見据える中で、保育人材
の確保に向けた総合的、効果的な支援策の実
施について調査研究する。

コロナ禍における財政状況について
問　コロナ関連予算の令和２年度から４年度
までの歳入の状況は。
市長　事業の主な財源である国庫支出金の合
計は６１１億円。うち新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金は７１億円であ
った。
問　コロナ関連予算の令和２年度から４年度
までの歳出の状況は。
市長　事業費の総額は６３２億円。内訳は、
特別定額給付金をはじめ各種給付金が４８０
億円で７６％、ワクチン接種をはじめ感染症
対策が８８億円で１４％、プレミアム付き商
品券や物価高騰対策など事業者を含む市民へ
の対応が３０億円で５％であった。
問　コロナ関連予算の多くは国からの財源で
あるが、市の一般財源からの持ち出し額は。
市長　１３億円であった。
中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクトにつ
いて
問　事業の概要は。
市長　中川・綾瀬川流域では、令和元年の東
日本台風をはじめとした近年の水災害に備
え、令和２年８月に中川・綾瀬川流域治水協
議会が発足し流域治水を進めている。令和５
年６月の台風２号の被害を受けて、本市を含
む６市1町および国・県により、令和６年２
月に緊急プロジェクト案が取りまとめられ
た。国・県で施策に取り組むほか、市では浸
水被害の大きかった新方川、元荒川、綾瀬川
周辺地区などを対象に、排水ポンプ施設の整
備や雨水貯留施設の整備・検討等のほか、県
と連携を図りながら新方川において新規調整
池検討を行うこととしている。
介護保険事業について

問　２０２５年問題が言われて久しいが、第
９期介護保険事業計画の３年間の期間中に２
０２５年を迎える。給付金の見通しは。
市長　第７期の実績は約５４９億円、第８期
はコロナによる利用控え等により約６３４億
円、第９期は約７９６億円を見込んでいる。
問　第８期の評価と課題への取り組みは。
市長　第８期では２１の柱のもと９６事業を
展開したが、第９期では２５の施策の柱のも
と１０４事業を展開する予定である。

健康づくり行動計画・食育推進計画「いきい
き越谷２１」の第３次計画（案）の策定上の
見直しポイントおよび重要策等について
問　平均寿命と健康寿命の差を短縮すること
は、個人の生活の質の低下を防ぐことがで
き、重視されていると感じる。最近では、睡
眠障害など、新たな課題も出てきている。こ
のような現状と第２次行動計画を踏まえ、第
３次行動計画の策定にあたり、計画の見直し
のポイントや重点的施策などどのように進め
てきたのか。また、本計画概要版の作成の考
えは。
市長　策定にあたり、本計画の基本理念を上
位計画である第５次総合振興計画の大綱２の
まちづくりの目標に合わせ、「みんなが健康
で共生して住み続けられるまちづくり」に変
更し、基本編成も国の「健康日本２１」を参
考に行った。「ライフコースアプローチを踏
まえた健康づくり」では、基本理念を達成す
るための７つの健康分野にもキーワードとし
て変更が加わるなど、本計画の重点ポイント
としている。また、休養・睡眠が心の健康に
及ぼす影響を踏まえ、「こころの健康」とし
ていたものを「休養・睡眠とこころの健康」
に、「がん対策と健康管理」としていたもの
を「がん対策とライフコースアプローチを踏
まえた健康づくり」に変更するとともに、重
点的に推進すべき事業の抽出や新規事業の追
加を行うなど見直しを図った。本計画に基づ
き施策等を推進し、引き続き市民と地域、団
体と行政が連携し、健康づくりおよび食育の
推進を図っていく。また、計画冊子と併せ
て、概要版を作成し、本計画の周知啓発に活
用していく。

避難想定の見直しと災害関連死を防ぐＴＫＢ
を備えた避難所運営について
問　市の避難想定の最大人数は２万人とのこ
とだが見直しの考えは。また避難生活に必要
なＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）を十
分に備える考えは。
市長　市の避難想定は、県の被害想定調査に
基づいている。今後新たに調査が実施されれ
ばその結果を踏まえて対応する。またトイレ
は各避難所８基程度の配置。食料は避難想定
人数の２割増しの備蓄をしているが、温かい
食事の提供は今後検討していく。ベッドは備
蓄スペースを圧迫するため増やせていない。
教職員の働き方改善について
問　過労死ラインである残業月４５時間・年
３６０時間以内の達成の目標年度は。また達

成のための根本的な対策として、市の単独採
用も含めた教員の増員が必要と考えるが。
教育長　目標年度は言えない。教員を増やす
ことは学校にとっても非常に助かる。国の定
数改善を引き続き要望していく。教員のなり
手不足の問題と考えるため、市費ではなく県
費採用を増やすよう県に求めていく。
公共交通の意見交換会およびアンケートの結
果と今後の考え方について
問　県内自治体の約７割が公共交通に財政支
援をしており、意見交換会等でも「なぜ越谷
は財政支援をしないのか」との声が多いが、
今後の方針で財政支援を前提とする考えは。
市長　民間事業者だけでは成り立たないこと
から話が始まっている。福祉的視点を重視
し、税金の使い方として有効といえる財政支
援はしていくものと考えている。

環境に配慮した農業の推進について
問　国が策定した「みどりの食料システム戦
略」では、気候危機を踏まえ、環境に配慮し
た持続可能な食料システムを構築するとして
いる。越谷市における環境に配慮した農業の
推進状況は。
市長　本市では、農業における環境負荷を低
減する取り組みの一つとして、対象農薬の使
用回数や化学肥料の窒素成分量が埼玉県の定
める一般的な基準の５０％以下で栽培される
特別栽培農産物生産を促進するための予算を
計上している。今後は、越谷市農業協同組合
と連携し、農業者に対して周知啓発するとと
もに、生産支援に取り組むほか、環境に配慮
し生き物にも優しい作り方をしている「越谷
ふるさと米」も生産支援の対象とし、生産量
の拡大につなげていきたいと考えている。今
後も有機農業に限らず、環境負荷を低減した
農業を推進するとともに、農業者の所得向上
や新規就農者の確保に向けた支援など持続可
能な農業の実現に向けて取り組んでいく。

南越谷駅・新越谷駅周辺の都市基盤整備につ
いて
問　現在ＪＲ社宅や南部浄水場で行き止まり
となっている「新越谷駅北通り線」道路の未
整備部分の進捗は。
市長　東西交通の円滑化や安全性確保などの
観点から、整備の優先度は高いと認識してい
る。ＪＲの土地は、本年度用地測量を実施
し、調整を図った。さらに、南部浄水場につ
いては、施設の廃止に向けた検討を行ってい
るとのことで、関係者と協議を進め、本路線
の整備に向けた取り組みを進めていく。

越谷ふるさと米を保育給食に使用
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